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 ＊＊＊第１１回地域の防火防災功労賞概要＊＊＊
■　概　要
「地域の防火防災功労賞」は、阪神・淡路大震災から１０年目の節目にあたる平成１６年６月に、地域防
災力の向上を図ることを目的として創設されました。町会・自治会、事業所等の防火防災に関する取組
について募集し、表彰することで広く都民に紹介するものです。
今年も、地震、風水害等の自然災害に関する町会・自治会等が主体となった地域の取組や、地域が実施
する住宅防火に関する取組を募集します。

■　募集テーマ（平成２６年度）
地震、風水害等の自然災害、住宅防火に関する町会・自治会等の地域主体の取組全般を対象とします。
具体的な取組例は次のとおりです。

１　防災行動力の向上に関する取組
２　震災対策に関する取組
３　総合防災教育に関する取組
４　災害時要援護者の安全対策に関する取組
５　住宅防火対策や放火対策に関する取組
６　防災情報の収集・伝達体制の整備に関する取組
７　その他の取組

■　募集対象
１　自主防災組織（町会、自治会等）
２　ボランティア団体（ＰＴＡ、ＮＰＯ法人を含む）
３　事業所（保育所、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、大学等の教育機関を含む）
４　その他の団体

■　応募方法
都内の最寄りの消防署または消防出張所にお申込み下さい。



荏原第三地区総合防災訓練 Ｃ級可搬ポンプのＰＲ

最優秀賞 戸越四丁目消火隊（品川区）
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継続した訓練と次世代の消火隊の育成

【 経　緯 】
道路が狭く木造住宅が密集している地域であ
ることから、火災が発生した場合、いち早く消
火しないと隣家に燃え広がる可能性が高いこと
を危惧していた。何度も町会会議で検討し、昭
和４６年、ついに町会の有志で消火隊として活
動を開始した。
昭和５０年に、東京都からＣ級可搬ポンプが
配置され、正式に「戸越四丁目消火隊」として
結成し、更に訓練に励んでいる。

【活動内容】
１　昭和５０年から毎月第４日曜日に小学校の
校庭に集まり、区民消火隊の訓練を実施して
いる。Ｃ級可搬ポンプの点検・整備と実際に水
利から揚水し放水訓練を行っている。
　　１隊５人（隊長と１～４番員）で編成し、
３隊で訓練している。それぞれの役割がある
が、誰がどの役割もこなせるように、毎回ロー
テーションで訓練をしている。
　　雨天時は、町会会館で会議をし、効果的な
消火方法、若い隊員の確保手段などについて
検討している。
２　スタンドパイプが配置された平成２５年か
ら、取扱い訓練と消火栓の調査を行い、町会
内の全消火栓の位置を把握するとともに、開
閉不能なものがないか確認している。
　　また、消火栓マップを作成し、誰が見ても
わかるようにしている。
３　発隊当時から毎年、宮前小学校で開催され
るサマーフェスティバル内で行われる花火大

　会の警戒をしている。
　　花火の後、Ｃ級可搬ポンプの放水演技を披露
している。子供たちに可搬ポンプの存在を知っ
てもらったところで、使い方を教えたり、筒
先を持たせ水圧を体験してもらい、消火隊の
大切さを教えている。
　　将来の防災の担い手である子供たちに防火
防災について興味をもってもらうため、毎年
欠かさず活動を続けている。
４　三町会合同で行われる学校避難所防災訓練
では、避難所の設営・消火器の取扱い・ＡＥＤ
の取扱い・三角巾の包帯法・濾過機の取扱い・
簡易トイレ組み立て・車椅子の介助法など様々
な訓練を取り入れている。消火隊ではあるが、
その時に必要な対応ができるように積極的に
訓練に参加し有事に備えている。
　　また、訓練の最後には、他の二町会には配
置されていないＣ級可搬ポンプの放水演技を
披露し、消火隊の周知と防災意識の向上を図っ
ている。
５　現在、一人暮らしの高齢者が元気でいるか、
不自由にしていることはないか、防火防災上
で危険な面はないかなどの確認に毎日見まわ
るという内容で高齢者の見守り事業を検討し
ている。
６　東日本大震災後、改めて地域の防火防災力
の必要性を感じ、戸越防災協力員制度として
災害時に避難班・救出救護班・給食給水班に
分かれ、災害をも乗り越えられる町会を構築
するため災害時の総合的協力体制について検
討している。
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最優秀賞 東京都立矢口特別支援学校（大田区）

地域と繋がる福祉避難所の取組み、　　　　　
　　　　　　　　「守られる側」から「守る側へ」

【 経　緯 】
　　東京都立矢口特別支援学校では、小学生、中
学生及び高校生の知的障がいを持つ児童・生徒
が学んでいる。毎月の自衛消防訓練・避難訓練
はもちろん、ＰＴＡも参加する防火防災訓練や、
地元町会・隣接の老人福祉施設と平成２０年に
締結した応援協定に基づく訓練を実施、教職員・
保護者・地域が連携を密にした防災教育を実施
している。さらに災害時に大田区と協定を結ん
でいる「福祉避難所の開設」訓練を、昨年度か
ら全国に先駆け実施している。今年度も、区の
防災課・障害福祉課と連携し、実際の運営を想
定した訓練を行い、地域住民から好評を得た。

【活動内容】
１　福祉避難所開設訓練の実施
　　大田区地域防災計画に基づき、一般の避難
所では生活することが困難な災害時要援護者
を受け入れる福祉避難所として指定されてい
ることから、平成２５年８月、初めての福祉
避難所開設訓練を行った。都と区の壁を越え
て都立高校の全職員と大田区職員が参加、「災
害発生後、大田区から福祉避難所の開設要請
を受けた。校舎には大きな被害がないが、電気・
ガス・上水道・有線電話は使用不可」という
リアルな想定に基づき、各機関からの情報収
集・障がいの種別ごとに安価な材料を活用し
た仕切りのあるブース作成・災害時衛生用品
の確認・ろ過機や発電機によるライフライン
の確保・仮設トイレの設置・毛布など必要物

　の確保・仮設トイレの設置・毛布など必要物
資搬送等、一連の役割を明確にスケジュール
化して職員に割振り実施した。
　　また、地域住民からの要請により、誰もが
わかるように校舎外に向けて「本校は福祉避
難所です」との横断幕を掲出している。
２　地域との連携訓練
　　地震発生時に備え、都立矢口特別支援学校
と協定を結んでいる矢口南町会住民と教職員
で合同の捜索班をつくり、避難中に行方不明
になった生徒の捜索、誘導訓練を実施、さら
に校舎から火災が発生した想定により、学校
職員による屋内消火栓と町会のミニポンプ隊
が初期消火を実施する等、実践的な連携訓練
を行った。
　　また、毎年全職員に対して実施している応
急救護訓練は地域住民と合同で実施、ＡＥＤの
取り扱いについても地域一体となって学んで
いる。
３　児童・生徒の危険回避能力及び防災行動力
を強化
　　避難の際には、全て肯定文で構成された「避
難のおはなし（おちついてまつ、はなしをきく、
ならんであるく、しずかにする）」を繰り返し
指導している。毎月行っている防災訓練以外
にも、「校内防災の日」の設定や、屋上や校外
への避難訓練を実施、危険回避能力の高い生
徒には、消火栓を活用したスタンドパイプか
らの放水訓練を実施する等、生徒自身の防災
行動力を高める訓練も行っている。
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児童生徒への防災教育 地域と連携した防災訓練

最優秀賞 北区立なでしこ小学校（北区）

第 11 回地域の防火防災功労賞　事例集

小学校が拠点となった地域の防火防災の取組み
【 経　緯 】
当校が所在する東京都北区志茂地区は、今年度、
東京都で不燃化推進特定整備事業に指定された古
くからの木造住宅密集地域である。首都直下地震
等発生時には、大規模な火災や家屋の倒壊等によ
り甚大な被害が予想され、地域住民や事業所の力
が必要とされている。当校では災害時の児童への
被害を軽減するため、以前より学級活動の時間を活
用し、総合防災教育を実施していたが、平成２５年
度から毎月、学校の授業カリキュラムに発達段階に
応じた総合防災教育を導入している。
また、平成２１年度から小学校を中心にＰＴＡ、
民生児童委員、おやじの会、青少年育成委員、北区、
赤羽消防署・消防団、周辺自治会を巻き込んだ志
茂地区防災運営協議会を毎年定期的に開催し、各
機関との顔の見える関係を維持しつつ、震災時に避
難所となる学校を中心に実戦的な防火防災訓練を実
践し、地域との絆を育んでいる。

【活動内容】
１　毎月想定を変えた避難訓練の実施と合わせて、
約４５分間の防災の授業を設け、ゲストティー
チャーに消防団員を招いて、各学年の発達段階
に応じた総合防災教育を児童に継続的に実施して
いる。平成２５年度以降は、志茂地区の災害時
支援ボランティア・同校の消防少年団員が指導
者に加わり低学年中心に総合防災教育を実施し
ている。
２　平成２１年度から志茂地区の自治会合同防災訓
練と協働し、これまでの児童への総合防災教育
の成果を地域の方々に披露するとともに地域の区
民消火隊や自治会防災部員主導の訓練を受けて
いる。平成２５年９月７日（土）に実施した際は
ＰＴＡを通して、児童の保護者に参加を呼びかけ

　た結果、訓練参加者は若い世代の保護者も加わ
り１，０００名を超えた。
３　平成２５年度から小学４年生以上全員を対象に
防災教育で学んだ知識を生きたものとするため、
土曜課外授業の時間を活用して、防災地域巡り
を毎年実施し、学校周辺地域で災害時に役立つ
施設・設備や危険個所の把握に努めている。志
茂地区防災運営協議会のメンバーが支援者とな
り、学年ごとに地域を巡り、学年別に震災・水害
などテーマを変える等の工夫を加え、防災マップ
を作成することで防災意識の向上を図っている。
４　平成２５年度に北区防災教育モデル事業の指
定を受け、慶応大学の大木聖子准教授に、発災
時間と発生場所（給食室や教室等）を伏せてお
いて実施するブラインド型の発災対応ショート防
災訓練の定期的な実施を助言され月に一度、実施
している。
５　日頃、児童を教育する教職員向けの防災指導
を４月と８月の春休みと夏休み期間中に組み込む
ように働きかけた結果、４月は生徒児童在校中に
火災発生を想定した総合的な発災対応訓練、９
月は震災時に近隣からの延焼火災発生を想定し
た学校配置のＤ級可搬ポンプの操法訓練と消火
活動中に受傷したことを想定した応急救護訓練を
実施するに至った。併せて９月の合同防災訓練で
の指導実習に備えている。
６　平成２１年度から聴覚障害者団体を通じて、志
茂地区及び周辺に居住する聴覚障害者に訓練へ
参加を呼びかけ、参加された方々に「７つの問い
かけ」を活用し動機付けを行うとともに「できる
範囲で自分の身は自分で守る」といった手法を考
えさせ、訓練を受けている。この取組みは、本
庁主催の平成２６年度災害時要援護者講習会の
事例発表で参加した各署へ伝播できた。
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優 秀 賞 ＮＰＯ法人　自立支援ネットワーク東京（大田区）

障害当事者の活動から広がる地域との連携体制

【 経　緯 】
本団体は、大田区内の地域に暮らす全身性の
障害者自身が中心となって運営している障害当
事者団体で、介助派遣事業や障害者の権利擁護
活動を行うため、平成２３年２月１日に設立し
た。設立後に発生した東日本大震災を受け、障
害者自身の防災行動力の向上が不可欠な命題で
あると痛感し、以降、災害時要援護者の安全対
策のため、障害者自身の自助を高める活動を進
めるとともに、自己団体から積極的に地域に溶
け込み、災害時要援護者を含む地域の連携体制
づくりを行った。

【活動内容】
１　団体独自で防火防災訓練を実施しており、
平成２４年から、訓練に東京消防庁が推進す
る『７つの問いかけ』を盛り込み、隣接する
町会・自治会、民生・児童委員と合同で訓練
を行うなど、地域に根差した活動を展開した。
　　また、大田区地域自立支援協議会と連携し
て、大田区総合防災訓練に参加しているほか、
町会主催の防災訓練にも積極的に参加し、地
域住民に要援護者支援の必要性を訴え、障害
当事者の自助力向上を図るとともに地域との
共助体制の構築に努めた。
２　地域での音楽コンサートに併せて「車いす

　体験」を実施して、要援護者の疑似体験をさせ、
障害当事者が車いすの操作方法、注意点を直
接指導した。また、地域住民に自分達の地域
に支援が必要な人がいることを認識しても
らった。
３　東京消防庁が推進する総合的な防火防災診
断について、障害当事者宅での実施に積極的
に協力した。なお、診断には介助者を同行させ、
診断後に消防職員、当事者及び介助者で検討
会を行うことで、介助者の介護活動時に診断
内容を反映させた。　
４　障害者も救護をする側になれるということ
を普及するため、障害当事者が普通救命講習
を受講して、他障害者団体との会議の場など
で事例紹介を行った。
５　災害時要援護者についてのシンポジウムを
開催し、支援者、町会、民生委員と一緒に、
自助と共助について話し合いを行い、障害者
特有の備蓄品や地域との交流方策について意
見交換を行った。
６　東京消防庁火災予防審議会地震対策部会か
らの『７つの問いかけ』の検証依頼を受け、
イラスト、表現、色合いなどについて、障害
当事者の目線で検証し、実施対象者が受け入
れやすいものとなるよう提言し、反映された。
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障害当事者の普通救命講習受講 町会主催防災訓練でのスタンドパイプ訓練
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優 秀 賞 六本レスキュー隊（荒川区）

「近助」の精神、六本レスキュー隊の継続した取組

【 経　緯 】
平成７年１月１７日に発生した阪神・淡路大
震災を契機に、荒川区が区民レスキュー隊の結
成を呼びかけ、それに応えて南千住六丁目本町
会では、祭礼を担当する若い役員を中心に「六
本レスキュー隊」が結成された。
現在まで１８年間継続して各種訓練等に取組
み、安心・安全な街づくりのため活動している。
六本レスキュー隊は、祭礼を担当する若い役
員及び町内のマンション等に入居した若い世代
を中心とした３０名の構成で、各隊員が、山崎
大隊長が提唱する「近助」の精神を根底に持つ、
自主性・積極性・継続性が極めて高い自主防災
組織である。
≪「近助」の精神とは：先ずは自分と自分の家
族を守れ。次に近隣の人々を、次に街の人々を
助けろ。火が出ればみんなで初期消火し、家屋
が倒壊したら、がれきの中から力を合わせて救
出しよう！≫

【活動内容】
六本レスキュー隊は、「自分の生まれ育ったと
ころを大切にする心」「自分の周りの人々、自分
に関わりのある人々を大切にする心」「自分達の
町は自分達で守るという心意気」等をモットー
に、地域愛と人とのつながりを大切にし、迅速・

的確な災害対応ができるよう定期訓練はもちろ
んのこと、各種防火防災への取組を意欲的かつ
継続的に実施しており、具体的には以下の内容
に取組み、地域に貢献している。
１　２カ月に１回、定期訓練（救助資器材取扱い、
軽可搬消防ポンプ（Ｄ級）取扱い、応急救護等）
の実施
２　防火防災訓練において、消防署及び荒川区
と連携した町会員等への指導
３　年に２回、特別養護老人ホーム（グリーン
ハイムあらかわ）との連携訓練の実施
４　取り壊す建物等の提供があった場合は、臨
時的に実践的な訓練の実施
５　３年に１回、救命講習の実施（全隊員が上
級又は普通救命講習受講）
６　春・秋の火災予防運動及び歳末の夜警を町
会と連携して実施し、住民の防災意識の高揚
を図り、防火防災リーダーとして、安全な街
づくりに貢献
７　降雪時は、町内の道路の除雪により、転倒
防止対策・水利保全対策に貢献
８　東日本大震災時は、町会全世帯の安否確認
とガスメーターの復旧作業等の実施
９　隊長から隊員あてへ「レスキュー通信」の
発行（不定期）
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救出救助訓練 救出救助訓練

第 11 回地域の防火防災功労賞　事例集

安否確認ボード記載例 通報連絡員携行品

優 秀 賞 東京サーハウス自治会（大田区）

第 11 回地域の防火防災功労賞　事例集

大規模住宅の特性を生かして　　　
　　　～自治会による災害対策本部の設置～

【 経　緯 】
平成１５年に建物が完成した東京サーハウス
は総世帯数７５８世帯、住民数２，０６６名の
大規模共同住宅である。住民構成は子供から高
齢者まで幅広く、災害発生時には共助体制が不
可欠であるという強い意識のもと、外部講師を
招いた講演会の企画や自治会主導による災害対
策本部の立ち上げ、通報連絡員を活用した防災
訓練の実施など、公的機関に頼らない自助・共
助による防火防災行動力の向上を図っている。

【活動内容】
１　自治会主催の総合防災訓練では、居住する
自治会の役員が指導者となって応急救護や消
火器の仕組みについて学び、自助・共助の意
識を高めている。
　　初期消火訓練には、実際に世帯に配置の家
庭用消火器を放射し実施した。
２　東日本大震災の教訓を得て、高層マンショ
ンでの被害の傾向や共同住宅における災害時
の危険性についての勉強会を企画、震災時の
被害調査を手掛けた外部講師（江田三男氏）
を招き、住戸内における家具の配置や転倒防
止措置についての備えを学んでいる。
３　災害時に備え、マンション内に自治会を中
心とした「災害対策本部」設置を定め、通報
連絡員による安否確認とその情報収集、安否
確認ボードを活用した情報集約、ライフライ
ン対策等の態勢を整えている。

４　住民の安否確認については、各世帯が玄関
に色付マグネットを貼り出し、安否確認が容
易にできるよう工夫し、独自に作成した「安
否確認マニュアル」に基づく安否確認防災訓
練を実施している。住民の中から選任された
９０名の通報連絡員が、チェックシートを使っ
て情報を早期収集、災害対策本部に設置され
たブロックごとの安否確認ボードに情報を記
載していくことにより、住民の安否を一目了
然で把握できる体制を構築している。
５　「発動発電機」「投光器」「給水ポンプ」「ト
ランシーバー」等を備えており、管理組合と
連携したライフライン確保等の対策訓練を定
期的に実施している。
６　大規模共同住宅にみられる希薄な人間関係
を少しでも豊かにするため、納涼祭や餅つき
大会、最近では「はなみずきの会」という音
楽会、落語会なども定期的に開催、その他フ
リマ、夏季にはラジオ体操を開催し、居住者
間の親睦を深める場を提供している。
７　災害時要援護者をはじめとする高齢者が引
きこもらず生活を楽しめるように、高齢者で
組織された「プラチナ倶楽部」とも必要に応
じて協働するなどしている。
８　年末年始には自治会、管理組合合同による
夜警を実施し、多数居住する住民同士がお互
いの顔がみえる関係を作りながら、防火防災
意識の向上を図っている。
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優 秀 賞 防災まちづくりの会・東久留米（東久留米市）

災害に強いまちづくり　　　　　　
　　　　　―防災まちづくりの会・東久留米発

【 経　緯 】
平成１３年に東久留米市が開催した市民大学

「東久留米を災害に強いまちにする」の受講生の
うち１４名が立ち上げた自主団体である。「行政
と住民の防災意識は車の両輪」という認識のも
と、①「防災出前講座」、②市民大学のコースに位
置づけられた「防災まちづくり学校」、③小学校
における総合学習の時間で「世代を引き継ぐ防
災教育」等、地域に根ざした地域防災力向上の
活動を実施している。
また、会員の専門性とスキルを高めるために、
防災の専門機関と連携した研究を継続し、毎月
の定例会の開催、活動紹介のための「かわら版（現
在１４４号）」発行など、積極的な情報発信につ
とめているのも特徴である。現在実施している
主な取組は以下のとおりである。

【活動内容】
１　防災出前講座
　　防災出前講座の目的は、市民の防災意識を
高め、自治会のない地域では防災を中心に自
治会をつくり、自治会が自主防災組織を立ち
上げ、自主防災組織が防災訓練を実施する、
等であり、自治会やマンションの管理組合に

　会員が出かけて行き、「地震はなぜ起きるの
か」、「自主防災組織の意義や必要性」等につ
いて話をしている。
　　防災出前講座は、自治会だけでなく、市教
育委員会、社会福祉協議会職員研修、外国人
を対象とした研修会も実施しており実施回数
は、累計で２００回を超えている。
２　防災まちづくり学校の運営
　　主催の市生涯学習課と一緒に市民大学中期
コース「防災まちづくり学校」を企画・運営
している。これまでの１１回の「防災まちづ
くり学校」で延べ３００人以上が受講し、各
地元で防災訓練や自主防災組織の運営、設立
など地域の安全・安心まちづくりに活躍して
いる。
３　世代を引き継ぐ防災教育
　　市内各学校に働きかけ市立第五小学校では、
４年生の総合学習において防災学習を行って
いる。４年生が防災学習を受けた後に、学習
内容を３年生に教えるという「世代を引き継
ぐ防災教育」が行われており、この防災学習
に同会が関わっている。この取組は昨年度で
６年目となっている。
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防災まちづくり学校（防災館体験） 出前講座・イベント支援（避難所設営）
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優 秀 賞 業平橋住宅自治会（墨田区）

自助・共助で住民の防災行動力を高める取り組み

【 経　緯 】
業平橋住宅は東京スカイツリーの南西部に位
置し、昭和４７年に建設された大型共同住宅（耐
火造１４／０、世帯数３６２戸、居住者６１８名）
です。墨田区洪水マップによれば、当地区の予
想浸水高は２．０ｍから最大５．０ｍとされ、
大規模な浸水被害が予想されています。平成２
４年１２月に東日本大震災における津波被害や
大規模火災を教訓とし、当地域において津波や
大規模水害の発生や火災が発生した場合に近隣
町会が助けあい、安全を確保することを目的と
した、墨田区ではじめての「水災、火災時相互
応援協定」を締結しました。平成２６年７月には、
自治会独自の「なりじゅう自衛消防隊」を発足
させ、「災害発生時には居住者の手で」を合言葉
に「なりじゅう」を守る自主防災体制を強化し、
活動しています。

【活動内容】
１　①津波や大規模な水害等が発生した場合は、
業平一丁目町会の住民が業平橋住宅（共同住
宅の屋上）に避難する。②業平橋住宅で火災等
が発生した場合には、被災者が業平一丁目町
会会館を一時宿泊場所として活用できる。③相
互に物資等の提供を受けることができること
を盛り込んだ「水災・火災時相互応援協定」

　を締結しました。
２　自治会主催の防災講演会を住民に対して開
催し、東日本大震災時の津波災害のＤＶＤや
被災地の避難所生活の現況をまとめた資料等
を活用し、講話を行うなど住民の防災意識の
高揚を図っています。
３　協定締結後、防災訓練と応援協定の検証と
して、参加者全員で、①共同住宅屋上等への避
難動線の確認、②備畜倉庫等の確認、③親子に
よる放水訓練などを実施しています。
４　「平素から顔の見える関係」を合言葉に自治
会の夏祭りや餅つき大会等に、近隣の住民や
スカイツリー従業員を招待し、交流を深める
など、良好な関係を保ちながら、地域の安全
についての協力態勢を確立しています。
５　地元町会の役員会、住宅自治会の役員会及
び管理組合の理事会では双方の会長が参加す
ることにより地域の安全態勢をお互いに確認
するとともに、協定の内容について再確認を
行っています。
６　自主防災組織として平成２６年７月に自治
会で「なりじゅう自衛消防隊」を２０名で発
足し、更に、自主防災組織の強化を図るため、
現在も居住者に対して、自衛消防隊員を募り、
組織力の強化に努めています。
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相互応援協定締結式 親子による放水訓練と避難スペース
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優 良 賞 大田区立大森第十中学校（大田区）

避難所運営訓練等で防災意識の向上　
　　　　　　　　　～地域を守る若い力～

【 経　緯 】
大田区立大森第十中学校は昭和２２年に開校
し、学校の歴史や伝統を受け継ぎながら避難所
運営訓練の活動を中心に各町会・自治会の防災
訓練（要援護者訓練を含む）やボランティア活
動（ちょっとおてつだい隊）にクラブ活動単位
で積極的に参加し地域と密着した活動を行って
いる。毎年１月には、大田区防災課や上池上自
治会と連携して大規模な避難所運営訓練を実施
して防火防災行動力の向上に努めている。
秋になると大森第十中学校の校門近くには、
ずらりと並んだ大輪の菊が咲き、長年に渡り地
域の方々にご指導をいただき菊作りに取り組ん
でいるなど、防火防災活動だけではなく様々な
所で地域と深い関係を築いているのも大森第十
中学校の魅力であり、それが防火防災行動力の
向上にも繋がっている。
こうした防災に関する積極的な取り組みが評
価され、平成２５年度に大田区が推進している
「学校防災活動拠点」のモデル校に指定された。
生徒は防火防災への更なる意識・知識の向上を
目指し取り組んでいる。

【活動内容】
１　毎年１月に実施される避難所運営訓練では、
大田区防災課や上池上自治会避難所運営協議
会と連携して訓練を実施している。この訓練
では、学校職員と生徒を中心に避難者の受け
入れ訓練、トイレ設営訓練、生活用水等確保
訓練、受け入れ場所設営訓練等、実際に大規
模な災害が発生した場合を想定した訓練を実
施している。
　　更に、中学校内にある防災倉庫に保管して
ある上池上自治会市民消火隊のＤ級ポンプの
操作方法、ホース延長等の訓練を実施し震災
時に発生した火災の際にも、中学生の手で消
火することができるよう訓練している。　　
２　各町会・自治会の防火防災訓練にクラブ活
動単位で参加し、防火防災活動に対する意識・
知識を高めている。災害時要援護者訓練では、
地域の方々と連携し自治会に配置されている
車いすやリヤカー等を活用した災害時要援護
者搬送訓練にも参加し、若い力として地域住
民から期待の目で見られている。
３　平成１９年から、久が原東自治会が発足し
た「高齢者・おてつだい隊」の一員として、
日頃の「ちょっとおてつだい（電球の交換、
道路にはみ出した樹木の伐採等）」活動を通じ
ながら高齢者への支え合いの輪を広めている。
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生活用水等確保訓練 久が原南自治会の防災訓練に参加
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優 良 賞 鵜の木二丁目町会（大田区）

いざという時は町会が中心になって助け合います！

【 経　緯 】
鵜の木二丁目町会は、鵜の木駅、周辺商店街
を含む活気のある町会で隣接町会（鵜の木西町
会、鵜の木三丁目町会）とも良好な関係を築い
ている。
発足当時から自発的な防災活動が行われてい
たが、平成１８年から１９年にかけて周辺地域
で放火が相次いだ時期をきっかけに、より強い
防災意識と自衛の精神が芽生え、現在では多く
の地域住民が防災訓練に参加している。
共助は隣人に関心を持つことからはじまると
して、顔の見える関係づくりに特に力を入れて
おり、防災パトロール、元気塾、独自の防災拠
点づくり等が推進されている。

【活動内容】
１　町の防災パトロール実施
　　「続かなければ意味がない、負担になるよう
では続かない」の理念から、町会を５地区に
分割し、各地区の担当者を指定するのみで、
実施日時や人数を決めない独自のルールで実
施している。この取り組みにより鵜の木二丁
目町会の防災パトロールは、いつでもどこか
の地区で行われているほどに定着している。

２　顔の見える人間関係づくりの推進
　　月に１回、孤立しがちな高齢者（６５歳以上）
を対象とした「元気塾」を開催しており参加
者は毎回３０名を超える。お互い顔を合わせ、
頻繁な情報交換を行うことで地域の高齢者の
状態を随時把握することが可能になっている。
３　防災拠点づくり
　　地区の避難所に指定されている嶺町小学校
だけでなく、町会内にある私立東京高等学校
とも連携して総合防災訓練を行うなど、独自
に防災拠点づくりを進めている。
４　災害に対応できる行動力の醸成
  　近隣町会と合同で年に１回総合防災訓練を実
施している（参加人員約３５０名）。
  　内容についても「公助をあてにしない」をモッ
トーに実災害を想定した訓練としている。
５　災害時応援協定を２施設と締結
　　災害時要援護者が多数居住する高齢者福祉
施設２か所と災害発生時、町会の市民消火隊
が救護救出活動を行う応援協定を締結してい
る。今年３月には施設において、自衛消防隊
と町会の市民消火隊が連携した合同訓練を
行った。
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救急活動の寸劇を見る元気塾参加者 防災運動会（初期消火競技）

第 11 回地域の防火防災功労賞　事例集



優 良 賞 給田西住宅管理組合（世田谷区）

団地住民が一つになって防災行動力の推進

【 経　緯 】
給田西住宅管理組合は、住宅供給公社の５棟

（分譲）の住民で構成され、世田谷区の北部に位
置しており、吉祥寺通りを介して三鷹市、調布
市と隣接している。発足以来４０年も経過する
と入居者の形態も変化し、独居の高齢者が増え、
高齢化率が入居者全体の４３％を占めている。
このような状況の中、当管理組合では、首都直
下型地震をはじめとする「いつ発生するかわか
らない災害」に対し危機感を持ち、自助・共助
体制作りと防災対応力の向上を目指して、管理
組合の中に防災に特化した女性だけで組織する
「五月会」や「見守り隊」を発足させ、防災活動
の中心となって積極的に活動し成果を上げてい
る。

【活動内容】
１　「五月会」は、入居者の高齢化を危ぶみ、平
成２２年５月に結成され現在では４５名の女
性が活動しており、女性の視点に立った多く
のイベントと防災訓練を企画するなど計画的
な自助及び共助力の向上に努めている。特に
高齢者や独居者が多くなってきた実態を踏ま
えて、より実態を理解させるため「参加して
絆を」をテーマに多くのイベントを企画し、
高齢者同士が互いに普段から顔の見える環境

　づくりと災害時の共助体制の構築を図ってお
り、炊き出し訓練や備蓄品の整備の場におい
ても住民同士のコミュニケーションを図って
いる。そのほか、地域の民生協議会や区・消
防署などとの連携体制を強化し防災情報等の
発信に努めている。主な活動は次のとおりで
ある。
　⑴　当管理組合にも救急出場が増加している
状況を踏まえ、救急車が到着するまでに自
分たちで対応できるよう応急救護訓練や普
通救命講習を継続実施している。

　⑵　管理組合で回覧するチラシ類には、毎回、
防災に関する注意喚起等の内容を創意工夫
し入れるなど常に居住者に対して防火防災
の意識づけを行なっている。

　⑶  毎年、４回以上の防災関連の内容を盛り込
んだイベントを実施している。

２　「見守り隊」は、平成２５年１２月に発足、
団地が階段によって区画されていることから、
各棟４つの階段系統毎に２名（合計４０名）
を指定し、その系統の居住者の見守り員とし
てお願いし「見守り隊」として日常から高齢
者等に対し声掛けを行い、孤独死防止を図り、
災害時には確実な安否確認ができるように共
助体制の向上を図っている。
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秋まつりでの応急救護訓練 訓練の呼びかけ・標語を入れたポスター等

第 11 回地域の防火防災功労賞　事例集

優 良 賞 根津弥生七ヶ町連合会（文京区）

「町会連合会で連携した地域防災力向上への取組」

【 経　緯 】
根津弥生七ヶ町連合会は、関東大震災及び戦
災を免れた「谷根千」地区の一画で、木造住宅
が密集し、昔ながらの市街地を形成している。
また、道路は狭隘なうえ坂も多く、消防車両等
の進入が困難な地域である。
町会連合会内の全人口に占める高齢化率は、
19.9％以上となっているとともに、幼児、児童を
持つ世帯も多く、災害時要援護者が多い地域で
ある。さらに、昼間の住民構成を見てみると、
高齢者がほとんどであり、その多くが一人暮ら
しもしくは、高齢者世帯である。

【活動内容】
１　大規模災害等に対する高い危機意識
⑴　「地域防災力の向上」を町会連合会の組織
目標とし一丸となって取り組んでいる。
⑵　根津弥生七ヶ町連合会は、地震発生時に
おける初動処置に対する危機意識が高く、
消防隊、消防団が到着するまでの消火手段
の確保のため、平成２５年度には、区配置
のスタンドパイプとは別に町会連合会の全
町会が、東京都の助成を受けスタンドパイ
プセットを独自に購入し配置した。

２　実戦的な防火防災訓練の継続
⑴　平成２３年度から平成２６年度は、連合
町会内の小学校において区役所、地元学校

　等が連携して避難者の受け入れ体制を確立す
るため避難所運営訓練を実施した。
⑵　平成２５年度に購入したスタンドパイプ取
扱技術の向上を図るため年３回の取扱訓練を
実施した。（平成２５年６月１６日、１１月１０日、
平成２６年３月２３日）
⑶　平成２５年１１月１０日に取扱訓練と併せ、
町会対抗のスタンドパイプ取扱審査会を開催
し、７チーム２８名が参加した。
⑷　平成２６年３月には、総合訓練を実施した。
   ア 地震発生を想定し、防災資器材倉庫で必要
資材（毛布、担架、三角巾、スタンドパイプ、
備蓄食料等）を避難所である小学校校庭へ
搬送し、避難所開設訓練を実施した。

   イ 災害時要援護者宅に声掛けを実施し、介添
えしながら避難所である小学校校庭へ避難
誘導訓練を実施した。

   ウ ＡＥＤを用いた応急救護訓練、模擬消火器、
水バケツ、水を入れたビニール袋を投げる
消火、スタンドパイプによる初期消火の体
験型訓練及び炊き出し訓練を実施し、自分
たちでできること（自助）と仲間で協力し
合うこと（共助）を確認した。

⑸　平成２６年６月に実施した防火防災訓練は、
事前に訓練想定を知らせないブラインド型訓
練を取り入れ、参加者が何をすべきか自ら考
える訓練を実施した。
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傷病者搬送訓練 初期消火訓練（バケツ・レジ袋リレー）

第 11 回地域の防火防災功労賞　事例集



優 良 賞 おたがいさまネットワーク（板橋区）

「木造住宅密集地域“延焼運命共同体
”
における避難と検証」

－まち歩きを通した災害時要援護者を守る地域の支え合い－
【 経　緯 】
この地域は、震災が発生した場合に火災の延
焼拡大が危惧され、避難行動に支障が出ると考
えられる木造住宅密集地域である。この地域内
に居住する災害時要援護者（障がい者、高齢者、
保育園児等）の避難のあり方について工夫が求
められている。
「おたがいさまネットワーク」は、町会と組織
を異にする団体として、高齢者や障がい者を支
える活動を２０年以上続けている、地域に根差
したボランティア団体である。
災害時要援護者にとっての安全な避難経路を
確認するため、「おたがいさまネットワーク」を
中心に周辺町会や関係機関等が連携し、震災発
生時の身体防護、災害時要援護者の避難誘導、
町会員による初期消火訓練等を組み合わせた実
践的な訓練を実施した。避難訓練で気づいた避
難経路上の危険個所等については、財団法人国
土技術研究センターの指導のもと防災マップを
作成し、安全な避難のあり方について参加者一
人ひとりが具体的に考える機会とすることがで
きた。

【活動内容】
１　地震発生時の身の安全を、災害時要援護者、
町会員等の各家庭で図る身体防護訓練を実施
した。
２　災害時要援護者の安全な避難のためには、
事前に震災時にも比較的安全と想定される避
難ルートを確認しておくことが重要である。

　町会委員や民生委員等が障がい者、高齢者、
保育園児等を支援しながら、避難所までの避
難訓練を行った。
　また、避難者は避難経路における危険個所
等や各種防災情報を地図に記載し、防災マッ
プ作りの資料とした。
３　避難所を立ち上げる際には、避難者の受入
れ体制を整えるとともに、災害時要援護者の
避難についても考慮する必要がある。想定さ
れるルート以外からの避難を想定する等、町
会員が主体となって避難所受入れ訓練を行っ
た。
４　発災と同時に火災を想定したまちかど防災
訓練を行った。街区内に火点を設け近隣者が
家庭の消火器や街頭消火器を持ち寄り、初期
消火訓練を実施した。また、町会が所有する
スタンドパイプを使用した消火訓練もあわせ
て実施した。
５　災害時に使用できる資器材や備蓄品を確認
し、備蓄品及び非常持ち出し品を展示した。
６　防災マップ作り
⑴　㈶国土技術研究センターの職員指導のも
と避難経路で収集した各種防災情報や危険
情報などを防災マップに記載し、参加者全
員で情報の共有を図った。
⑵　避難完了後に避難者を６つの班にわけ、
避難経路上で気付いた各種情報を地図上に
記載し防災マップを作成し、それぞれの班
が内容を発表した。
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防災マップ作りの様子 防災マップの発表状況

第 11 回地域の防火防災功労賞　事例集

優 良 賞 板橋区立高島第三中学校（板橋区）

板橋区立高島第三中学校からの報告　　　　
　　　「私たちも地域防災の担い手になれるんだ！」

【 経　緯 】
板橋区の高島平地区は、高層住宅が多く存す
るベッドタウンですが、居住者の高齢化が進む
だけでなく、震災時等に自力避難できない災害
時要援護者が多く暮らしており、避難のあり方
について工夫が求められている。また、首都直
下地震等による東京の被害想定でも、広い範囲
で液状化被害が想定されており、避難だけでな
く、生活支援も含めた地域の支えあいの体制づ
くりが課題である。
この課題は、地域の高齢者情報を有する民生
委員や板橋区立高島第三中学校周辺の４町会（高
島町会、高島平三丁目町会、高島平三丁目自治会、
赤塚河岸町会）でも問題意識を持っていたほか、
避難所として指定されている高島第三中学校で
も地域の課題として危機意識を共有していた。
平成２１年度からは、周辺４町会・民生委員、
地元ＮＰＯ、ＰＴＡとの連携により、中学生も参
加した初期消火訓練、地元住民の避難支援訓練、
避難所運営訓練を企画・実施することができた。
　中学生に対しては、「守られる側から、地域防
災の担い手に」と訓練への参加を呼びかけたと
ころ、多くの中学生が参加し、避難所の運営補
助をはじめとした活動に従事する役割が作られ
てきた。
本事例は、地元中学校が町会や民生委員など

と有機的に連携し、中学生自身が「私達も地域
防災の担い手になれるんだ !」と実感できる訓練
へと発展しており、防災の担い手として地域に
貢献できるひとづくりを目指した活動を継続し
ているところである。
【活動内容】　（平成２５年度）
１　実行委員会（参加機関）
　　板橋区立高島第三中学校、地元４町会（高
島町会、高島平三丁目町会、高島平三丁目自
治会、赤塚河岸町会）、地元ＮＰＯ（障がい者
の支援団体）、民生委員、ＰＴＡ、板橋区、志村
消防署
２　訓練内容
⑴　中学生、町会員、民生委員が協力して班
編成を行い、地元４町会８ヶ所の一時集合
場所から車いす利用者や災害時要援護者を
中学校まで避難誘導した。
⑵　避難誘導訓練の途中において火点を設定
し、避難者による初期消火訓練を実施した。
⑶　避難所開設時に多くの避難者が避難して
くることを想定し、避難者の受付、体育館
等への誘導等、中学生と地域住民が一体と
なって実施した。
※　備蓄物資の搬出・配布、避難者の誘導など、
より実践的訓練となるよう工夫した。
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避難所受付状況 避難訓練の状況

第 11 回地域の防火防災功労賞　事例集



優 良 賞 地域福祉おたすけ隊（練馬区）

独居老人等が参加できる地域の防災コミュニティー活動

【 経　緯 】
地域福祉おたすけ隊は、練馬区地域福祉課主
催による地域福祉長期計画の作成に伴う地域住
民参加の会議の中で地域福祉の問題を話し合っ
たのをきっかけとして、その参加者数名が集ま
り結成に至った。
平成１７年７月「地域福祉おたすけ隊」発足。
防火、防災に係る技術を学び小さなおたすけ活
動を始める。
平成１９年６月に、練馬区（防災課）の区民
防災組織として登録、光が丘、旭町、高松及び
土支田地区を中心に、独居老人等が参加できる
地域の防災コミュニティとして、家具転倒防止
器具の固定の手伝いや、防災講演会の開催、社
会福祉協議会からの助成事業として防火、防災
に係る知識、技術を啓蒙するため、都内日帰り
バスツアーを企画するなどの活動を行っている。

【活動内容】
１　家庭内における地震による被害を最小限に
防ぐには、まず家具が倒れないように固定す
ることが大事であることを念頭に置き、家具
転倒防止器具、飛散防止フィルム、住宅用火
災警報器の取り付けを無償で実施している。
２　災害を想定して、いざという時に住民があ
わてずに動けるように、防火、防災に係るす
ぐに役立つ内容の講演会を毎年行っている。
３　「一人では外出しがたい・・・」という人た
ちの希望を受け「大江戸線シリーズ」という
お出かけ企画を今までに３３回実施している。
（年間５回程度）
４　光が丘地区祭、まちづくり展示会、防災訓練、
講演会等に積極的に参加し、防災行動力等の
知識、技術を習得している。
５　活動の拠点を、光が丘区民センター６階の
ボランティアコーナー（社会福祉協議会の職
員が常駐）におき、月１回の会合を開催して
いる。
６　練馬区防災課、光が丘地区住民組織連絡協
議会、ＮＴＴ東日本東京北支店と協力し防火、
防災活動を実施している。
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飛散防止フィルム研修 お出かけ企画（非常食）

第 11 回地域の防火防災功労賞　事例集

優 良 賞 江南地区少年団体協議会（足立区）

防災体験お泊まり会

【 経　緯 】
江南地区少年団体協議会は、足立区宮城及び
小台地区の住民組織が、地域住民活動を行う団
体として活動を開始し、足立区役所で少年団体
を取りまとめ、地域の子供達の健全な育成及び
地域への貢献を目標に昭和４０年４月１日に設
立されたボランティア団体である。
特に現在の活動体制になったのは、平成７年
の阪神・淡路大震災時に、テレビや現地を見た
役員等が、子供たちが温かいものを食べずに、
ただうずくまっている姿を見て、東京で発生し
たらどうなるか危機意識を持ち、子供が親元を
離れて集団で暮らし、力を合せて逞しく生活し
ていけるようにとの思いから「防災体験お泊ま
り会」を毎年開催し、今年で２０回目を迎えた。
当初は、学校や足立区の行政機関等に対する
校舎等の使用許可や、活動の理解について協力
を得るのが大変な時期もあったが、現在は地元
消防団をはじめ、学校の先生や、父母及びジュ
ニアリーダーの強い協力のもとに、「自らの町は
自らで守る。」、「子供たちを決して寂しくさせな
い。」、「災害時は、みんなで助け合って地域一体
となって、災害に立ち向かおう。」をスローガン
に創意工夫を凝らした防災体験学習や防災訓練

等を繰返し実施し、低学年のうちから防災意識
及び行動力を高めるとともに、地域防災力の担
い手の育成に取組んできた。
【活動内容】
１　小学校１年生から６年生の生徒を対象とし
た１泊２日の防災体験お泊まり会を年１回実
施している。　
２　主な実施内容　
　⑴　備蓄防災用具の展示及び使用方法の解説
　⑵　独自の防災チェックシートの活用及び防
災クイズ の実施

　⑶　防災用品の作成（スリッパ・簡易コンロ・
安全灯・牛乳パックを活用したパン焼き等）

　⑷　防災体験の学習（避難体験・起震車体験・
救助袋体験・仮設風呂体験・巨大煙幕路体験・
消火体験等）

　⑸　非常食の展示及び試食（アルファ米）
　⑹　地元消防団や中学生消火隊によるポンプ
操法の展示と見学

３　構成員は、子供会ＯＢの父母の有志からな
る理事２２名と子供会員１８５名からなる協
議会である。（理事は、全てボランティア。）
４　足立区内の少年団体協議会で防災体験お泊
まり会を初めて実施した団体である。
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優 良 賞 大島六丁目団地自治会（江東区）

サステナブル（持続可能）な発災対応型共助訓練と
セーフコミュニティづくり

【 経　緯 】
大島六丁目団地自治会は、江東区第２位の居
住世帯数を有し、ショッピングセンターや様々
な店舗、医療福祉施設や保育園など複合的な街
であり、近年は高齢者や多国籍の住民が増加す
るなど、大規模災害発生時には、住民と事業者
が互いに共助して被害を軽減することが強く求
められている街です。
昭和４９年に結成された災害協力隊を平成１
０年に防災対策委員会として立ち上げ多くの方
の参加と協力により、災害協力隊の強化を図る
ことができました。
東日本大震災を契機に、ユニークな発想によ
る防災訓練やリーダーのスキルアップとアク
ティブな人づくりに取り組んできました。また、
人との絆による防災力向上を目指して、「ふるさ
と型コミュニティ」作りの地域活動を推進して
います。

【活動内容】
１　趣向を凝らした防災訓練 
⑴　災害協力隊（防災対策委員会）は、災害
時に対応するため日頃から防災知識の習得
に努め、防災訓練の計画を立案し、訓練実
施時には防災リーダーとして居住者に対し
指導を行い、円滑な対応ができるようコミュ
ニケーションを図っています。

　⑵　防災訓練の事前対策として、団地に隣接
　する救急病院から講師 ( 医師 ) を招き、災害

　協力隊等のリーダーを対象とした「災害時
のトリアージの基礎知識と必要な行動要領
や実践型レスキュー体験」の研修を開催す
るとともに、総合防災訓練に災害時のトリ
アージ教養を取り入れるなど、災害時の救
護支援要領や災害医療の理解を高める訓練
を行いました。
⑶　災害協力隊等のリーダーを中心に、ぶっ
つけ本番型で実践的な夜間自主防災訓練・
夜間宿泊体験訓練を行い、夜間災害発生時
の支援行動要領や近隣の施設等との連携要
領を高めるとともに、夜間帯に実施するこ
とで発見できた様々な問題点を、団地防災
対策に反映させることができた訓練を行い
ました。
⑷　団地の発災時対応型の防災訓練として、
団地室内を想定したステージを制作した救
助訓練やベランダ障界壁破壊訓練を行うと
ともに、独自に調査して作成した災害時要
援護者情報「防災カルテ」を活用した安否
確認訓練や搬出訓練など、団地のフロア別
による、発災初期の共助行動を意識した訓
練を行っています。

２　防災・減災の普及啓発
　　大島六丁目団地の防災対策を盛り込んだ、
独自の防災マニュアル「みんなの防災」を制
作して全世帯へ配布し、団地居住者の防災知
識の普及啓発を行っています。
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優 良 賞 東金町五丁目大下町会ＷＲＴ大下
 （Women’s Rescue Team） （葛飾区）

女性だけの災害時活動支援チーム
【 経　緯 】
「我が町は我が手で守る・助け合う」、災害等
や不測の事態に対応するためにどんな準備が必
要なのか。東金町五丁目大下町会では、平成２
３年３月１１日に発生した東日本大震災を契機
に、災害時の対応体制の整備、構築が急務であ
ると準備を進めた。
町会内でのアンケート調査を通じて、災害発
生時には、災害時要援護者の安全確認、避難誘
導が必要となるが、現状では町会役員、消防団、
市民消火隊などの男性が中心となっているため、
発災の時間帯によっては初期対応が困難となる
ことが課題として明らかになった。
度重なる議論を通して、男性に比べ常時地域
に存する可能性が高い女性の協力が必要である
との結論に至り、災害時の消火、応急救護及び
災害時要援護者の安否確認、避難誘導を行う、
女性による災害時活動支援チーム「ＷＲＴ大下」
（ウィメンズ　レスキュー　チーム　大下）の結
成に至った。

【活動内容】
１　平成２４年３月に東金町五丁目大下町会婦
人部総会において「仮称・女性消火救護隊」
の発足について合意が得られ、葛飾区へのＤ
級可搬ポンプの配置依頼についても準備が進
められた。
　　また、町内の回覧板を活用して、「仮称・女
性消火救護隊」の女性活動員を募集したとこ
ろ、２０名の女性隊員が集まった。なお、平
成２６年６月現在の女性隊員は２０名である。

２　「ＷＲＴ大下」は、東金町五丁目大下町会防
災部の下に位置付けられており、①消火班　②
救護班　③安否確認・避難・誘導班の３班で
編成されている。訓練は各隊員が自分の班の
任務だけでなく、３班の全ての活動を出来る
ことを目標として進められた。
　　平成２４年６月から２０名の女性隊員がＤ
級可搬ポンプの取扱い訓練を開始した。訓練
指導は地元の金町消防団員が中心となり、発
隊式までに計４回の訓練を実施した。
　　また、同時期に民生児童委員と協力して、
町内の回覧を活用して災害発生時の安否確認
の希望調査を行い、町会の災害時要援護者の
把握を実施した。（平成２６年６月現在６６世
帯）
３　金町消防団指導のもと定期的に自主訓練を
行っており、消火訓練のほか、一般財団法人
金町防災協会から配置されたＡＥＤトレー
ナーと訓練用人形を使い応急救護訓練を実施
している。葛飾区消防団合同点検及び金町消
防団操法大会においてはＤ級可搬ポンプによ
る放水訓練を披露した。平成２６年２月に葛
飾区から発行されたＤＶＤビデオ「災害から
生き延びるために～葛飾区民の心構え～」内
において、特徴的な訓練や区民の取組みとし
て、ＷＲＴ大下が紹介された。
　　また５月に行われた、葛飾区合同水防訓練
においては、他の自治町会と連携した安否確
認と都市型水防工法を実施するなど「自助・
共助」の理念に基づく地域の防災活動の大き
な力となっている。
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優 良 賞 南陽台自治会（八王子市）

防災行動力の向上と災害に強い　　　　
　　　　安全・安心できる防災まちづくりへの取組

【 経　緯 】
近年、南陽台自治会においては住民の高齢化
が進んでおり、災害行動力の向上を図るため、
自主防災隊を結成し、これを中心に避難区域ご
とに街区リーダーの選出と高齢者や一人暮らし
世帯、障害のある方等要配慮者の調査及びサポー
トに積極的に貢献してきました。また、平成２
３年８月から「災害時要援護者支援制度」をス
タートし、南陽台自治会と自治会防災隊が一体
となって、災害に強い安全・安心できる防災ま
ちづくりに取り組んでいます。
【活動内容】
南陽台自治会では、震災等災害対応力を図る
ため、自主防災組織内に防災隊や分野会（勉強会）
を発足させ、「災害シミュレーション」、「防災訓
練スキルアップ計画」、「災害時要援護者支援制
度」の項目に振り分けて研究し、防災マニュア
ルを作成しています。また南陽台自治会会報を
作成し、各戸に配布することにより、平常時及び
災害時の住民の行動及び防災隊の役割を明確に
するとともに各種の情報提供を実施しています。
　また、平成２３年３月には自治会員全戸に「災

害時避難支援カード」を配布し、支援希望者の
中から優先度を検討し、５３名を選出してこれ
に対応する防災隊専従班から支援担当者を指定
し、支援、連絡及び情報提供をする「災害時要
援護者支援制度」を平成２３年８月からスター
トしています。今後は２年ごとに再調査、検討
等を実施し継続していく予定です。
平成２５年９月には、高齢者等災害時自力避
難が困難な住民に対応するため、自治会と自主
防災隊が一体となって、班長レベルのベテラン
専従員が指導の中心となり発災対応型訓練及び
傷病者救護・搬送訓練・班別基本訓練を実施し
ています。また１１月には、総合防災訓練として、
同じく専従員が指導の中心となり、発災型訓練
（身体防護、救出訓練、搬送訓練）、応用訓練（ロー
プワーク訓練、担架搬送訓練、消火訓練、応急
救護・ＡＥＤ取扱い訓練）、さらに本年よりスタン
ドパイプを使用した放水訓練を実施しています。
南陽台自治会は、独自に住民の防火防災に対
する能力向上を実践し、安心して過ごせる町を
率先して展開している防火防災に対するモデル
的自治会であります。
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